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高槻市子ども未来部 

子 ど も 育 成 課 

１ 放課後児童健全育成事業について 

児童福祉法第６条の３第２項に基づき、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生

の児童に対し、授業終了後等に適切な遊び及び生活の場を与えて、家庭、地域等との連携

の下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、当該児童の自主性、社会

性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立等を図り、その健全な育成を図るものです。 

放課後児童健全育成事業の開設にあたっては、児童福祉法において、事業開始前にあら

かじめ市への届出をする必要があります。 

 

２ 高槻市における放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準について 

高槻市域において、放課後児童健全育成事業を実施する場合、条例で定めた基準を遵守

しなければなりません。基準の主な内容については以下のとおりです。 

 

○放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（概要） 

区分 基準の内容 

職
員 

資格 

放課後児童支援員を配置する。 

※放課後児童支援員は、次のいずれかに該当し、都道府県知事又は中核市の

長が行う研修を修了した者をいう。 

（１）保育士の資格を有する者。 

（２）社会福祉士の資格を有する者。 

（３）幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の教諭となる資格を有する者。 

など 

員数 
放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに２人以上とする。ただし、その

１人を除き、補助員をもって代替とすることができる。 

施
設 

設備 
遊び及び生活の場としての機能並びに静養するための機能を備えた専用区画

を設けるほか支援の提供に必要な設備及び備品等を備える。 

面積 専用区画の面積は児童１人につき１．６５㎡以上でなければならない。 

運営 
一般原則、非常災害対策、衛生管理等、運営規定、秘密保持等、苦情への対

応、事故発生時の対応、安全計画 など 

３ 補助制度について 

高槻市民間学童保育室事業実施要綱に基づき、放課後児童健全育成事業を実施する事業

者（民間学童保育事業者）に対し、運営費等に係る補助金を交付する制度があります。 

 

○高槻市民間学童保育室事業実施要綱（概要） 

区分 基準の内容 

入室児童 

入室児童は、次の条件（１）かつ（２）に該当する者とする。 

（１）高槻市内に在住する、小学校１～６年生の児童（特別支援学校等を含む）。 

（２）保護者及び同居の２０歳以上６５歳未満の者全員が、概ね週４日以上、１

４時以降まで及び１日４時間以上の労働等の理由により放課後の保育に欠け

ていること。 

※補助事業に支障のない範囲において、上記に該当しない児童の入室を妨げない。 



入室申請 

民間学童保育室の施設長は、入室しようとする者に、市指定の申請書と必要な書

類を提出させ、それを施設長から市に提出し、市の審査を経た上で契約しなけれ

ばならない。 

定員 定員は、１の支援の単位につき、４０人とする。 

開所時間 

原則、市立学童保育室に準ずる。 

平日          １３時３０分～１８時 

土曜日          ８時３０分～１７時 

土曜日以外の学校休業日  ８時３０分～１８時 

※新１年生の受入にあたっては、４月１日から受入れることとし、給食が始まる

までの対応として、土曜日を除く日は１０時～１８時とする。 

開所日数 年間の開所日数は概ね２６５日程度とする。 

保育料 

入室児童１人につき月額６，０００円（８月は１２，０００円）の保育料を徴収

しなければならない。延長利用、おやつの提供等に係る費用は、別途徴収するこ

とができる。その場合、徴収額を書面等で市長に報告しなければならない。 

 

○高槻市民間学童保育室運営事業費補助金交付要綱（概要） 

区分 基準額 

支援員等に係る 

人件費、運営費及

び維持管理費 

（１）放課後児童支援員（常勤職員に限る）が2人以上の場合 

 （ア）構成する児童の数が１０～１９人及び５３～６０人の支援の単位 

                    年額 ６，０００，０００円 

 （イ）構成する児童の数が２０～３５人の支援の単位 

   年額 ６，５５２，０００円ー 

（３６人－支援の単位を構成する児童の数）×２６，０００円 

 （ウ）構成する児童の数が３６～４５人の支援の単位 

                    年額 ６，５５２，０００円 

 （エ）構成する児童の数が４６～５２人の支援の単位 

   年額 ６，５５２，０００円－ 

（支援の単位を構成する児童の数－４５人）×７５，０００円 

（２）放課後児童支援員が２人以上の場合 年額 ６，０００，０００円 

（３）放課後児童支援員が１人の場合   年額 ５，２８０，０００円 

施設に係る 

建物の賃借料 
年額 ３，３７４，０００円 

障がい児の受入

れ係る人件費 
年額 ２，０５９，０００円 

※入室児童が１０人以上のものに限る。 

※入室児童が１０人以上２０人未満の場合は「支援員等に係る人件費、運営費及び維持管理費」

の１／４を減額する（初めて交付を行った年度を含む３年度の間の経過措置あり）。 

 

○高槻市民間学童保育室環境整備事業費補助金交付要綱（概要） 

区分 基準額 

民間学童保育室 

設置促進事業 

放課後児童健全育成事業を新たに実施するために必要となる民家・アパー

トなど既存施設の改修、設備の整備並びに修繕に係る施設改修費及び設備

整備費。 

１施設につき  １２，０００，０００円 

民間学童保育室 

環境改善事業 

放課後児童健全育成事業を新たに幼稚園、認定子ども園等において実施す

るために必要な設備の整備並びに修繕に係る設備整備費。 

１施設につき  ５，０００，０００円 

 

本事業等に関する詳細については、担当課にお問合せいただくか、市ホームページをご参

照ください。    （担当課）高槻市子ども未来部子ども育成課  電話 072-674-7656 


